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要約

　近年、わが国における教員養成改革をめぐる議論が盛んに行われている。山積する教育問題に

対する学校のあり方は．必然的に教員養成にも影響を及ぼしている。とりわけ、平成21年の民主

党政権のマニフェストには、教員養成の高度化・専門職化が掲げられ、教職大学院を中心にした

修十化が目指されてきた。平成24年に出された中央教育審議会答申では．今後その方向性が明ら

かにされた。

　そこで、本研究では．これまでに至る文部科学省の教員養成施策や教：職大学院における先導的

試行を中心に紹介し、明らかにしていきたい。

Abstract

　The　purpose　of　this　paper　is　to　clarify　some　recent　trends　of　reform　on　teacher

education　by　examining　some　official　publications　issued　by　the　Ministry　of　Education，

Science　and　Technology　and　the　Central　Council　for　Education．　They　focus　on　three

issues：　the　establishment　of　a　graduate　school　o：f　education，the　introduction　of　the

renewal　system　for　teacheゼs　license，and　the　new　curriculum　on　teacher　education。

　On　this　paper　I　would　like　to　recognize　the　pmfessional　development，　competence，

capacity　and　skill　of　teachers　is　really　important　and　necessary　in　the　changing　society

of　Japan．　And　also，1㈱n　point　out　the　signifi㈱nce　of　the　new　curriculum　which

occurred，　at　the　same　time　as　a　new　system　of　professional　school　and　the　renewal

system　of　teacheプs　qualification．
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禰．はUめに一改革の背景

　ここ数年、教員養成をめぐる改革論議が膳災されている。そこでは、現行の4年制による制度

が行き詰まり、現代の教育課題に応えておらず、更なる教員の資質向上を求めて、養成制度の

「6年制」「修士化」の言葉が先行してきた。その背景には、教育界内外を取り巻く劇的な社会状

況の変化による教育問題の拡がり、新たな教育課題（生徒指導、特別支援教育、外国人児童生徒、

保護者対応、ICT、外国語活動等）に応えることのできる教員の必要性、学校へのバッシング等

が教員養成の改革を促してきた。加えて、教員の指導力に対する世間の不安、信用回復が政策課

題にもなっていたのも事実である。

　また、海外においても、フィンランドや欧米諸国、東アジア諸国に見られる大学院レベルの教

員養成制度の成功例や、グローバル・スタンダードの必要性等もその背景に存在する。

　わが国では、戦後師範学校を大学に格上げし、基礎資格のかさ上げをしたことが教員養成の成

功につながってきた。しかし．現在果たして4年制大学だけで、もはや大丈夫なのかという危惧

がある。

　さらにまた、平成21年9月に発足した民主党政権の下で文部科学副大臣（以下、文科副大臣と

略す）を務めた鈴木寛は、これらの教員養成政策の検討に当たって、これまでとは異なる手法で

行おうとする意義を次のように語っている。D

　「…従来は、文部官僚の作成した案を単に修正するだけの所謂「黒ペン・赤ペン』論であった

　が．今回はそこから脱却して政府・国民主導の「政策科学」の手法に則るやり方で進めようと

　している。つまり、改革の原案は学界や教育現場のコミュニティが作成し、それを提示して煮

　詰めていくという手法である。また、エビデンス（証拠・資料）の提示に基づいて政策策定を

　行おうとするものであり、学界からも提案を是非ともして欲しい。中央教育審議会（以下、中

　教審と略す）への文部科学大臣（以下、文科大臣と略す）の諮問文も「漠としており』、フォー

　マルな案としては何も示していない。…これまでの教員養成を政策科学の立場から検証しよう

　としており．「ゼロかサムか』（all　or　nothing）ではなく、これは良い、これは良くないとい

　う是々非々の評価を下して、可能性と課題を踏まえて現場へ当てはめたい。また、学界でも案

　を揉んで欲しい。」

艶．現状の問題点2）

　さて、教員養成改革を行うに当たって、文部科学省（以下、文科省と略す）は次のような点を

問題点として挙げている。

（D初任春教員に対する校畏の評価の低さ

　現行の教員養成の問題点としては．まず校長の初任者教員に対する評価の低さが挙げられる。

具体的には、「子どもの理解力」「児童・生徒指導力」「集団指導の力」「学級づくりの力」「学習
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指導・授業づくりの力」「教材解釈の力」「豊：かな人間性や社会性」「常識と教養」「対人関係能力、

コミュニケーション能力」に対する初任者の力量不足が指摘されている。

表　校長の新任者教員に対する評価（％）

教員の資質能力 A B C D
使命感や誇り （25．2） （56．8） （17．3） （0。7）

愛情や責任感 （27．、3） （5＆8） （13．、3） （α6）

子ども理解力 （3．7） ／41．8） （5L8＞ （3ユ〉

児童・生徒指導力 （2。3） （34ユ） 158。7） （5。O）

集団指導の力 （1。9） （28。5） ／62ユ〉 （7。5）

学級づくりの力 〈2．5） （32。9＞ 〈5＆6） （6。o＞

学習指導・授業づくりの力 （2．9） ／37。6＞ ／54。8） （4．6）

教材解釈力 （3．0） ／38．5） ／5a7＞ （4。8＞

人間性や社会性 （6。0） （49．、0） ／42ユ） ／aO）

常識と教養 （5ユ） （52．5＞ ／39。6＞ （2。8）

コミュニケーション能力 〈7．0） （513＞ 〈3＆7） （2。9＞

同僚との協働性 （21。1） （58。1） （19。7） （1。2）

　　Alとても充実している　Blやや充実している　C：やや不足している　D：とても不足している

　　（出典：文科省「教員の資質向上方策の見直し及び教員免許更新制の効果検証に係る調査集計結果」平成20年よ

　　り、一部加筆修正して作成した。）

（2）免許状取得者と教員採用回数のアンバランスならびに教育実習の問題

　次いで、免許状取得者と採用者数のギャップが．中学校では30人に1人、高校では60人に1人

の割合となっており、需要と供給の極端なアンバランスが問題になっている。

　さらに．教育実習の課題としては．実習期間が短い．受入校の負担大．免許状取得のみを目的

とした「（母校での）記念実習」の問題がある。「実習公害」が甚だしく、実習生への教育現場の

負担が余りにも大きいのは事実である。教職課程を有する私立大学の多くが．免許状の資格取得

のみを広報として行ってきたつけがこの点に顕在化している。

（3）教職課程の内容の充実

　このようなことから、教職課程の期間・内容の充実は不可避である。平成3年の教育職員免許

法改正で「教科に関する科目」が40→20単位になり、教科の学習指導力（基本的な授業力や教

材づくり）が低下している。また、上述のように特劉支援教育、外国人児童という新たな教育課

題への対応について学ぶ必要性がある。ICTについても．時間をかけて学ぶべきである、とい

う声がある。

　他方で学生は、大学の教職課程をきちんと履修しているのか、という疑問も多く聞かれる。マ

スプロ教育、教職科目の6～7下目の授業設定、講義偏重の授業など、問題点も多い。

（4）校内での人材育成の困難化

　少子化に伴う学校の小規模化により、校内での人材育成も困難になってきている。つまり、1




